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機関別認証評価の受審を振り返る — 内部質保証に向けて 
吉原 直彦 
副学長（教育研究担当）・教育研究開発機構長 
岡山県立大学は，平成 28 年度に大学改革支援・学位授与機構による機関別認証評価を受
審した．第 2 サイクルの基準・観点による本受審では，とりわけ教育における内部質保証及
び学修成果に関する自己点検・評価に基づく分析及び改善の取組が問われた．内部質保証に
関しては，学内組織及び教職員による教育の PDCA 活動を促す運営体制及びその運用状況
について問われた．また学修成果に関しては，学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に記
載された能力を育成するための組織的措置がなされているかどうかが問われた．本稿では
以上の観点から認証評価を振り返り，ポリシー指向による教育プログラムの実質化をめざ
す上で必要な内部質保証活動や学修成果の分析及び向上に向けた活動上の課題に触れ，教
育活動の評価に必要なアセスメント・ポリシー（評価の方針）の企画提案を試みる． 
（キーワード：認証評価，質保証，学位授与方針，アセスメント・ポリシー，学修成果）
1．はじめに 
公立大学法人は地方独立行政法人法の
定めにより中期目標期間（6 年）の目標達
成状況について設置自治体の評価委員会
による法人評価を受ける一方，大学設置基
準で義務づけられた 7 年周期の機関別認証
評価において，法令で定められた教育組織
体制やその運用状況について，基準・観点
ごとに審査を受ける．何れも受審大学の自
己点検・評価の結果に基づき実施されるが，
認証評価では訪問調査において自己評価
書に記載された事項の査察を受ける． 
岡山県立大学（以下，本学）は平成 28 年
度に大学改革支援・学位授与機構の機関別
認証評価を受審した．このため機構の定め
による，10 の基準及び各基準の下位を構成
する計 81 の観点について，平成 27 年度ま
での教育活動を中心とした組織体制及び
その運用に関する自己評価書を記述し 6 月
に提出，10 月に訪問調査を受けた． 
本学では，平成 18 年度における社会人基
礎力の提唱（経産省）や平成 21 年度の中教
審答申以降の，学士力定義やポリシー指向
型の教育重視（文科省）の方針に基づき大
学教育改革のトレンドが加速するのに伴
い，認証評価第２サイクル（平成 24〜30 年
度）の評価基準のうち「２つの基準」が認
証機関により強調されたにも係らず，第１
期中期目標期間（平成 19～24 年度）での準
備が停滞しため，各種の改革は平成 25 年度
以降（特に平成 27 年度）に急ピッチで進め
られた．本稿ではその取組を振り返り，本
学の喫緊の課題について述べる． 
2 つの基準とは，内部質保証（基準 8）及
び学習成果（基準 6，以下学修成果）であ
り，喫緊の課題とは，学修成果から本学の
教育を IR 活動により分析し，3 つのポリシ
ーの運用状況を評価するアセスメント・ポ
リシーを企画，運用することである．
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2．内部質保証に関する対応と課題 
2-1. 内部質保証のための機構改革
本学では，第 2 期中期目標期間（平成 25
年度）初年度より理事長（学長）が交替し，
平成 27 年度にかけて大学教育開発センタ
ー及び国際交流センタ （ー平成 26 年 10 月），
情報基盤活用推進センター，広報メディア
開発センター及び地域連携推進センター
（平成 27 年 4 月），並びに学術研究推進セ
ンタ （ー同 10 月）が発足し，各々の所掌事
項について教職協働による調査研究と企
画立案の組織活動を開始した．なかでも大
学教育開発センターは 6 部会を設け，入学
から卒業までの学修・学生支援に関する教
育開発や評価について扱っている．また，
平成 27 年度より教養教育改革を掲げる学
長主導のもと，全学教育研究機構を学部格
の自律的組織として共通教育部に改めた．
以上により，中教審による学士力に関する
提言（平成 21 年度）以降の動きや内部質保
証及び学修成果に力点が置かれた認証評
価第 2 サイクル（平成 24～30 年度）の基
準，さらにはこれと連動するわが国の大学
教育改革のトレンドの取り込み等を念頭
においた本学の教育改革がスタートした．
その主軸となる大学教育開発センターで
は，平成 28 年度受審の認証評価に向けて，
実質的に 1 年半の期間で各種の調査研究や
研修，FD のための啓蒙活動，委員会への企
画提案並びに実施した活動の自己点検・評
価を急ピッチで進めた． 
2-2. 大学評価ワークショップの課題
認証評価では，大学の活動について外部
評価が行われているかが問われており（基
準 9），本学では平成 28 年 2 月に，公立大
学政策・評価研究センター（現・公立大学
改革支援・評価研究センター）による「大
学評価ワークショップ（平成 27 年度第 2
回）」を受審した．認証評価第 1 サイクルで
は本学の 3 学部（保健福祉学部・情報工学
部・デザイン学部）が各々選定した外部者
により専門分野の評価を受けたのに対し
て，今回は平成 25 年度以降の全学的な教育
改革についての評価及び方向付けに関す
る指導・助言を受ける必要があった．また，
評価担当者（計 6 名）のうち主査をはじめ
複数の委員に認証評価機関（大学基準協会）
の評価者や公立大学長の経験があり，公立
大学の置かれた状況を踏まえた助言が期
待された．以上が受審の理由である． 
受審にあたっては，事前に実施ハンドブ
ック（資料 1）へのプログラム等作成協力
及びプレゼンテーション資料（別冊，資料
2.）の作成を行った．また，当日午前のプロ
グラムとして，(1)大学による取組み（大学
教育開発センターFD 研修事業・教育力向上
支援事業・COC+計画）及び，(2)学生による
取組み（スタディーツアー・地域インター
ンシップ・震災ボランティア・子育て支援
の各プログラム）が組まれ，午後に(3)内部
質保証システムに関するプレゼンテーシ
ョン及び助言の場が設定された． 
受審後の同年 4 月に評価チームによるピ
ア・レビューが公表された（ピア・レビュ
ー,資料 3.）．ピア・レビューをふまえて，
以下(1)及び(3)の概略を紹介する． 
(1) 大学による取組み
・FD 研修事業を機動的かつ専門性を持っ
て企画・実施するための体制を整備した
ことが大きな前進と評価されたが，職員
の専門性向上の支援や学生 FD の企画推
進について助言があった．
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・教育力向上支援事業について，教育改善
の意欲の現れと高く評価されたが，職員
の応募や参画をうながす助言があった． 
・COC+事業計画について，平成 27 年度に
おける採択自体がこれまでの地域貢献
の成果であると評価されたが，県内他大
学との連携拡大や連携企業のターゲッ
ト絞り込みによる成功事例づくり，さら
には教育的意義の再認識やキャリアに
活かすための地域創生推進士認定の意
味づけなど，多数の助言があった． 
(3) 内部質保証システム
・大学教育開発センター設置による教育研
究の Plan，Do の機能一元化について，高
く評価されたが，組織体制を説明する組
織図で法人組織と大学組織が指揮命令
系統と業務分担の面において明確に区
分されるべき点や平成 29 年度導入の全
学情報システムの有効活用による IR 活
動を企画立案に活かすべきである点な
どの助言があった．
以上の指導・助言から課題を掘り起こし，
平成 28 年度において実施ないし計画され
た事項は以下のとおりである． 
(1)「大学による取組み」関連
・学生支援室を創設し，ボランティアステ
ーション所属学生の主導による，学生 FD
を実施した（平成 29 年 1 月）．
・COC+事業における副専攻・岡山創生学に
おいて，地域創生推進士の称号授与要件
に 2 回の研究発表活動を加えた． 
(2)「内部質保証システム」関連
・法人組織及び教育組織を区分し，組織図
を作り直し，公表した（資料 4）．
・平成 29 年度に大学教育開発センター内
に教学データの客観的分析を実施する
「教学 IR 部門」を設置する計画とした． 
2-3.大学機関別認証評価の課題
本学は，大学改革支援・学位授与機構（以
下、機構）による平成 28 年度大学機関別認
証評価を受審した．ここでは自己評価書作
成過程及び訪問調査前後の過程において
課題となった点を中心に振り返る． 
2-3-1.学修成果の保証（自己評価書より） 
受審に先立ち，機構の基準・観点に基づ
き本学の評価委員会認証評価部会が中心
となって自己評価書を作成した（6 月提出）．
事前に浮上した課題の多くが，学修成果の
保証に関係するものであった．以下，学士
課程の主な課題について列挙する． 
(1) 単位の実質化（基準 5・観点 5-2-②）
・学部生の平均自習時間が取得単位の状況
からみて少ない（週 11.8 時間）．
・単位時間の概念に反し，講義よりも実験・
演習系科目の自習時間の方が多い． 
(2) 成績の客観性等の担保（観点 5-3-③）
・成績分布結果に関して担当教員任せの
状態であり組織的な改善取組がない．
・成績への異議申し立て制度がない．
(3) 学習の達成度等（基準 6・観点 6-1-②） 
・ 授業評価アンケートにおいて学修成
果の振返り項目がなく，満足度調査に
終わっており，教育改善に活かせない． 
以上のうち，課題(2)については，平成 28
年度に改善策を提起し，教育研究活動委員
会をへて，後期実施を決定した．(1)及び(3)
については，大学教育開発センターにて授
業評価アンケートやシラバスの連携等に
よるシステム作りを教育改善の課題と認
識し，改善案を作成し，自己評価書（別添）
に掲載した．本学では上記システムの活用
及び教員・学生への結果のフィードバック
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により，系統性に配慮したカリキュラムへ
と改革を進めるとともに，自主学修機会の
増加を促すことが求められている． 
2-3-2.教育の内部質保証（訪問調査より） 
訪問調査（10 月受入）では，自己評価書
における不明点について，その前後を含む
過程において様々な確認や指摘及び資料
の提示要求を受けた．以下，学士課程の主
な事項について列挙する． 
(1) 訪問調査前の確認事項（抜粋）
・入学後の成績の追跡調査に基づく改善状
況について（観点 4-1-④）
・自習時間増加に向けた方策に関する進
捗状況について（観点 5-2-②）
・平成 28 年度シラバスの改善の成果につ
いて（観点 5-2-③）
・補習授業や能力別クラス編成の実施状況
について（観点 5-2-④）
・評語，評点を適用する際の基準について
（観点 5-3-②）
・成績分布における，共通教育間及び学科
間の顕著な差異に関する分析及び組織
的措置について（観点 5-3-③）
・シラバス作成に関する承認取組の状況に
ついて（観点 5-5-③）
・キャンパス・マネージャー制度の活用に
関する改善事例について（観点 7-2-⑤） 
・教育活動及び学習成果に関するデータや
資料の収集・蓄積担当組織、責任体制、
収集・蓄積状況について（観点 8-1-①） 
・今回の認証評価に向けて実施した自己点
検・評価の実施体制について（同上）
・アクティブ・ラーニング企画の実施方策
と実績について（同上）
・授業評価アンケートの教員及び学生への
フィードバックについて（観点 8-1-②） 
・学長による構成員の意見聴取，学生懇談
会各々の回数について（同上）
・外部評価の活用状況や継続性について
（観点 8-1-③）
・FD の組織的改善システム及び成果に
ついて（観点 8-2-①）
・教育支援者（職員）における研修のうち，
教育活動の質向上を図る取組の割合に
ついて（観点 8-2-②） 
(2) 訪問調査時及び事後の指摘，指示事項
・3 ポリシーの一体性、整合性の欠如に関
する問題について（観点 4-1-①ほか）
・1 日当たりの自主的学習時間が相対的に
少ない点について（観点 5-2-②ほか）
・成績分布における全学的な成績評価等の
客観性，厳格性を担保するための，さら
なる措置について（観点 5-3-③ほか）
・学生インタビューから，夜間照明設備へ
の配慮について（観点 7-1-①）
・同じく，図書館の開館時間延長や新着図
書不足への対応について（観点 7-1-③）
・同じく，施設の時間外利用に関する組織
の取り決めについて（観点 7-1-④）
・自己点検・評価結果に基づく改善事例の
まとめについて（観点 9-1-③）
以上であるが，(1)については，ほぼ学修
成果の保証に関する事項で占められてお
り，自己評価書提出までに急ピッチで進め
た改善活動について，自己評価書に盛込み
きれなかった内容が多かったといえる．こ
れについては，自己評価書提出後も進めて
いた改善活動を含めて，問合せに対する回
答案を全学的な協力体制のもと，作成した．
そのため(2)の訪問調査では，前期分の成績
分布分析結果と組織的措置（訪問調査直前
にとりまとめ）を除き，これまでの改善事
例のまとめを要求されるに留まった．その
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一方で，学生インタビューから見えた課題
が取り上げられた．さらに，3 ポリシーの
「一体性、整合性」（文科省公表資料，資料
5）の欠如について指摘があり，平成 29 年
4 月の義務化を前に，改訂案を検討の上，
平成 28 年 12 月（最終）までに提出するよ
う，指示があった．改訂案の作成について
は，約 1 ヶ月の期間，学部長・学科長の協
力のもと，大学教育開発センターにて急ピ
ッチでこれを取りまとめ，提出した．
3．ベンチマークとしてのポリシー指向 
3-1. 学修成果と内部質保証
第 2 章で紹介した公立大学政策・評価研
究センターによる大学評価ワークショッ
プでも委員より説明があったが，認証評価
第 2 サイクルでの要点は，学修成果（基準
6）と教育の内部質保証（基準 8）である． 
学修成果については，入学から卒業まで
及び卒業後のフォローを通じて，大学がそ
の目的や学士力，社会人基礎力の育成をふ
まえつつ作成した教育方針に基づき，方針
に適った学生の受入（基準 4）や教育課程
及びその運用（基準 5）により，学士課程の
学位を授与するに値する人材育成を行っ
てきたか，について学生の「学び」に焦点
を当て，これを推し量るものである． 
また教育の内部質保証は，学修成果の保
証や向上を着実なものとするための，教育
における企画（Plan），実施（Do），自己点
検・評価（Check）ならびに改善のための戦
略策定（Action）を実施する体制の整備や機
能について，推し量るものである．つまり，
教育の内部質保証では学生における学修
成果の維持・向上について，大学として学
内外に保証する仕組みとその運用管理の
機能が問われる． 
さらに，当該大学ならではの教育方針を
主導する大学の目的（基準 1），目的を達成
するための教育研究組織や教員及び教育
支援者の状況（基準 2，3）及び正課内外で
学修が円滑に行われるための物的・人的環
境整備等の学生支援状況（基準 7）のよう
に，多くの基準が学修成果を保証する諸条
件と読み替えられるものとなっている．す
なわち内部質保証（基準 8）では，他の基準
と関わりながらチェック機能を中心に，学
修成果を保証するPDCAの活動状況が問わ
れているとみることができる． 
3-2. 改訂ポリシーの作成過程を通じて
現行ポリシーの改訂案については，学部
長・学科長の協力を得ながら，大学教育開
発センターにおいて作成し，提出，その後
の教育研究活動委員会にて承認され，平成
29 年度当初における履修案内等の刊行物
に反映することとした． 
ポリシーの作成過程であるが，本学では
「一体性，整合性」に向けて，全学のディ
プロマ・ポリシ （ー以下，DP），カリキュラ
ム・ポリシ （ー以下，CP），アドミッション・
ポリシー（以下，AP）を確認し，これをほ
ぼ踏襲する形で，各ポリシーから導きださ
れるキーワード（能力等）を抽出し，キー
ワード毎に学部から学科へと降ろしなが
ら具体的に記述していくこととした． 
全学 DP については，１カ所「グローバ
ルに活躍し得る企画提案力とコミュニケ
ーション力 を身に付けている」を「グロー
バル並びにローカルに活躍し得る企画提
案力とコミュニケーション力を身に付け
ている」とした．これは本学の公立大学と
しての使命及び COC+事業における教育改
革プログラムを展開している現状を勘案
してのことである． 
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なおポリシーは DP から CP さらには AP
へと順を追って整合を図るべきであると
の観点から，記述内容を整理し進めた． 
これまでの改訂ポリシーの作成過程か
ら，以下の点に留意し，結果を得た． 
・改訂前のポリシーでは，全学 DP で養成
する 3 つの能力のうち，「専門性を修得
し、課題を発見し解決できる能力を身に
付けている」について，時系列の記述で
はなかった点が改訂版で改善された．
・キーワードの採用及び共有化により，全
学・学部・学科の DP，CP，AP の連携性
が必ずしも明確でなかった点が，改善さ
れた．
・DP のキーワードは養成すべき能力・態度
で構成され，CP はこれを学ぶ教育課程及
び実施方法の記述となっており，学修成
果を図る指標作りのヒントを与えるも
のとなった． 
以上により，これまで教育組織として，
卒業，就職，進学ならびに国家資格取得等
の出口の学修成果については量的評価を
蓄積してきたものの，課程在籍中の学修成
果を問う上での指標が不明確であった点
について一歩前進させることができた．さ
らに，改訂を予定するシラバスと授業評価
アンケートとも連携させることが可能と
なった．改訂版ポリシーは，学修成果を保
証し，その質を向上させるためのベンチマ
ークとしての役割を鮮明にしたと考える． 
4．アセスメント・ポリシーの企画 
公立大学改革支援・評価研究センターで
は，公立大学法人が，法人評価及び認証評
価をともに受審している点について，教育
に関しては両評価の観点を，可能な限り揃
え，整合を図ることが効率の面からも望ま
しいと提言している（資料 6）．これをふま
え本学では，平成 29 年度より，評価に関す
る 2 つの機構改革を予定している．1 つは
従来，法人評価を各種の連絡調整を行う部
局長会議の，認証評価を評価委員会の，
各々所掌としていたものを，評価委員会で
一括して扱うこととした点である．2 つ目
はポリシー指向が求められる教育活動に
ついて，その実績を客観的に分析し，評価
委員会へ有益な情報を提供するため，各種
データ分析を担う教学 IR 部門を大学教育
開発センターにおき，本学教育の評価体制
に組み込むこととした点である． 
以上の機構改革の意図を実質化する上
で，3 つのポリシーを指標として正しく自
己点検・評価に導くため，評価方針（アセ
スメント・ポリシー、以下 ASP）とその活
用のためのガイドラインが必要となる． 
ASPの定義は「学生の学修成果の評価(ア
セスメント)について、その目的、達成すべ
き質的水準及び具体的実施方法などにつ
いて定めた学内の方針」（文科省用語集，
資料 7） が一般的である．本学では質的水
準については DP の到達度を保証・向上さ
せるための水準が中期目標に基づく計画
（含む年度計画）にて設定されるため，主
に評価の具体的実施方法についての方針
策定が主となる．ただし年度計画等では，
必ずしも細部にわたる自己点検・評価項目
が表現されないこともあり，目標達成に向
けた水準設定（ミッション）に基づいて，
その実現に必要な項目を洗い出し，選定さ
れた項目間の相関をとる等の活動を，ASP
に基づく IR 活動に委ねることとなる．例え
ば，中期目標において，グローバル人材育
成の一環として，TOEIC IP テスト 500 点以
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上が 100 名と目標が定められた場合，関係
項目として，英語授業成績の他，自習時間
調査結果なども IR の分析対象となる． 
4-1. ASP及びガイドラインの提案
本学でも 3 つのポリシーのうち，全学・
学部・学科の DP の保証・向上に向けて，
入口から出口まで，学修成果に関する個別
のエビデンスを得るだけでなく，その保
証・向上に向けた取組として，教育・学習
活動の状況を自己点検・評価するための
ASP及びそのガイドラインの策定を計画し
ている．以下，岡山県立大学教学アセスメ
ント・ポリシーの素案を要約する．
目的：ディプロマ・ポリシーの到達度を高
めるための重要な手段とするため． 
方法：各種アンケートの開発や改訂，各種
成績や進路選択状況等の教学関係データ
の収集管理及び分析を行う． 
環境：結果を学内での共有及び学外への発
信ができるように，データベース等の情報
環境を整備する． 
体制：アセスメントの実施部門と関連部局
との連携を強化する．主担当は大学教育開
発センターの教学 IR 部門が担う． 
運用：データに基づく教育改革・改善を円
滑に進めるため，データの活用に関するガ
イドラインを別に定め，教学アセスメント
を運用する． 
ガイドラインについては，教学アセスメ
ント結果について，個人情報を保護し利用
目的以外での使用を制限するためのルー
ルや教学 IR 部門のデータアクセス権限の
規定が主に記載されるが，その利用目的に
ついて，以下のように規定している． 
教学アセスメント結果の利用目的：教学ア
セスメントの主たる目的は，ディプロマ・
図 1 IR活用による教学アセスメントを通じた岡山県立大学の教育 PDCA（試案） 
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ポリシーに掲げる本学の特色や現状把握，
全学的な教育改革・改善、学部・学科及び
教員における教育改善、学生の学修支援に
関する改善，法人・認証評価への対応及び
ベンチマークの検討等のために利用する
ものである． 
図 1 は 3 つのポリシ （ーとりわけ DP）の
達成及び質向上を目標に，教学 ASP に基づ
く大学・学部・学科及び科目レベルでの自
己点検・評価から改善への流れを示したも
のであり，IR 活動の充実による教育の
PDCA サイクルを模式化したものである．
定量分析を念頭においた点検項目は，カリ
キュラム改訂といった組織的取組から授
業方法の改善といった教員における取組
まで，分析・解釈に基づく改善の提言に結
び付く項目は多岐にわたっている．当面は
優先順位及び具体的手順を決め，IR 活動を
試行する段階にある． 
教学アセスメントの活動は，本学 DP に
掲げる全学・学部・学科の人材育成方針に
適う教育活動が実施されているかどうか，
さらにはより優れた人材の輩出に向けて
の改善取組がなされているかどうか，が主
たる自己点検・評価の眼目となるが，中期
目標・計画を策定・運用管理する上で必要
なデータを定量的に分析し，客観的情報と
して提供する仕組みを構築することにも
寄与する．提供先は法人組織でありかつ大
学組織であるが，ここに本学ならではの課
題も浮上する（資料 4 及び図 1 上部）． 
4-2．内部質保証の意思決定上の課題
本学は，理事長・学長兼務型の大学であ
り，中期目標・計画の策定・運用管理に伴
う評価（法人評価）は法人組織が，DP の策
定・運用に伴う評価（認証評価）は大学組
織が担う．教学 IR を活用した自己点検・評
価活動は主に後者を念頭においている．し
かしながら前者を念頭においた経営 IR 部
門は設置していない．もちろん機能が全く
無い訳ではないが，教育組織（改組）及び
教育課程編成（カリキュラム）の変更や，
学生アンケートに基づく経済的支援等の
法人財務にも影響を与える可能性の高い，
経営戦略に関する助言は，学内理事会やテ
ンポラリーなワーキングに負っており，些
か心もとない． 
以上の点は，内部質保証・向上に関する
公立大学政策・評価研究センターによる大
学評価ワークショップで指摘された，「法
人／大学組織の活動の区分や理事長／学
長ガバナンスの区分の明確化」と関係して
いる（資料 3，P.13）． 
現時点の見通しとしては，教学 IR 活動に
基づく教学運営に関する評価委員会の助
言機能に期するほかないが，正確かつ迅速
に改革・改善に向けた意思決定を促すため
には，恒常的に理事長（学長）へ助言を行
う「教育戦略室」等の諮問機関が必要では
ないかと考える． 
5. まとめ
本学教育の内部質保証状況について，大
学評価ワークショップ及び認証評価何れ
の評価結果（追記参照）においても，大学
教育開発センターの教育改善に向けた企
画立案及び実施実績について，高い評価と
期待を受けることができた．一方，大学評
価ワークショップでは法人／大学組織の
役割及び理事長（学長）ガバナンスの明確
化について，さらなる検討を求められた．
これに基づいて，平成 28 年度の組織運営体
制図を改めたが未だ十分であるとは言い
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難い．年々改良を施しつつあるが，理事長
（学長）の意思決定（Action）に，教育改革
の視点から助言する諮問機関の設置が望
まれる．現状としては理事を兼務する副学
長が，大学教育開発センターの教育企画室
での情報収集・意見交換を通じて，理事会
に提言を持ち込む実態があるが，平成 29 年
度から設置される教学 IR 部門の活動によ
り，徐々に客観的情報が得られるようにな
るのを機に，組織的な助言機能が透明性を
持って確保されるべき，と考える． 
以上の提案のように，法人組織と大学組
織の PDCA 活動が噛み合い，かつ大学と学
部・学科（及び研究科・専攻），学部等の教
育組織と個々の教員，さらには教職協働を
活かしながら教員と教育支援者（職員），と
いうように各々の役割におけるPDCA活動
が噛み合うことにより，内部質保証におけ
る良い改善サイクルがもたらされること
が期待される．折しも平成 29 年度には大学
活動全体の活性化に向け，SD 義務化に伴う
改善活動がスタートする予定である．SD の
対象は教職員であり，教職員全体の意識改
革が求められる． 
本学にて教学アセスメント・ポリシー及
びガイドラインを策定することは，教職員
全体が組織における個々の構成員の改善
意欲を促す発火点として期待されるもの
と考える． 
6. 結語
平成 25 年度から開始された，本学におけ
る教育改革の歩みを止めることなく，外部
評価や認証評価受審のプロセスで得た教
訓を糧に，DP に示された能力を高めるべ
く，学修成果の視点から自己点検・評価し，
改革・改善に活かすべきである．（了） 
追記 
なお，大学改革支援・学位授与機構に提
出した本学の自己評価書及び，機構による
評価結果は平成 29 年 4 月に各々のホーム
ページに掲載，公表された． 
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Review the certified evaluation and accreditation for OPU – Toward internal quality assurance 
Naohiko YOSHIHARA 
Vice-president，Director of education & research 
Okayama Prefectural University, have undergone the certified evaluation and accreditation（CEA） 
by National Institution for Academic Degrees and Quality Enhancement of Higher Education（NIAD-
QE）in 2016．Analysis in perspective-second cycle for this audit, inter alia based on the self-evaluation 
of internal quality assurance in teaching and learning and improvement initiatives was questioned. 
Asked about the Organization promotes education through on-campus organizations, faculty and 
PDCA activities for internal quality assurance, and the operational situation. Also questioned whether 
or not the organizational measures to foster the abilities described in degree awarding policy (diploma 
policy) when it comes to learning, have been made. In this paper, looking back on the certification 
evaluation, touching on the activity issues to analyze and improve the internal quality assurance 
activities and the learning outcomes necessary to realize policy-oriented educational program 
realization, and try proposal assessment policies needed for the evaluation of educational activities. 
(Keywords: accreditation，quality assurance, diploma policy, assessment policy，learning outcome) 
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